
公益財団法人 香川県環境保全公社

中小企業等における脱炭素・省エネ
の取組支援について

令和７年度 第１回脱炭素経営セミナー



公益財団法人香川県環境保全公社 2

公益財団法人 香川県環境保全公社

所在地 香川県高松市亀井町９番地１０ 県信ビル５階
電話（公社） ０８７－８３１－７７７３
電話（センター） ０８７ー８３３－２８２２

【主な事業】
○地球環境の保全、循環型社会の形成など環境保全に関する公益目的事業
○産業廃棄物処理事業
○香川県地球温暖化防止活動推進センター （せとecoかがわ）

地球温暖化防止活動の普及・啓発、情報提供（出前講座、イベント等）
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２ 経済産業省補助事業「地域エネルギー利用最
適化・省エネルギー診断拡充事業（省エネお助け隊）」

１ 香川県委託事業「ゼロカーボン企業相談窓口」

３ 省エネ対策に無料で使えるお役立ツール、
脱炭素・省エネ補助金のご紹介

中小企業向け
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１ 香川県委託事業「ゼロカーボン企業相談窓口」
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香川県ゼロカーボンシフト支援事業相談
無料

エネルギー管理の専門家が、企
業の省エネ化や再エネ導入等の
ご相談に対応いたします。

脱炭素経営に向けた３つのステップは、「①
知る」「②測る」「③減らす」

まずは、燃料・電気・熱の使用量から、自社
のエネルギー起源CO2排出量を把握してみま
せんか。

相談窓口では、排出量の算定のほか、省エ
ネや再エネ導入等の削減対策の検討、削減
に向けた補助金情報などを、専門家がアドバ
イスします。

脱炭素化に向けた取組みや課題について、
ご相談ください！

相談の流れ

相談日時の
決定

窓口・
現地訪問等
での相談

各種支援策の
ご提案
など

お電話

公益財団法人香川県環境保全公社 〒760-0050高松市亀井町９番地１０県信ビル５階

TEL.087-831-7773 無料
相談 平
時間 日 午前９時～午後５時

相談料

※この相談窓口は、香川県環境森林部環境政策課から受託して実施しています。
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ゼロカーボン企業相談の状況（R4年度～R6年度）

金融業
20%

製造業
17%

卸・小売業
15%

医療・福祉
13%

建設業
11%

その他
24%

相談者の業種分類

自社の案件
63%

客先の案件
37%

相談区分

28.26%

30.40%

47.80%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他排出量削減

省エネ関係

太陽光発電関係

相談の内容
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脱炭素経営に向けた３つのステップでアドバイス

①知る ②測る ③減らす

各種支援策を情報提供。

再エネ検討にあたっての太陽光発電の導
入メリット計算シートをご用意。

（国の省エネ補助金、太陽光発電補助
金、県・市町の補助金情報など）

エネルギー起源のCO2排出量の
算定シートをご用意。
また、削減計画の策定のため、省エネ
診断の受診を推奨。
（特に省エネ補助金を活用の場合）

脱炭素に向けた取組みをスタート
したい事業者の方々に、参考とな
る資料や情報サイトをご紹介。

国・県・市町の支援策をご紹介

（注意）

資源エネルギー庁
の省エネ補助金を
活用される場合、指
定された省エネ診
断を受診していれ
ば加点評価されま
す!!

グリーン・バリューチェーン・プラットフォーム

「脱炭素経営」の総合情報プラットフォーム
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その削減案、工夫次第で更に効果的に！
事業者様の抱える課題をお聞きし、事業者様に応じたアドバイスをさせていただきます。

太陽光パネルとパワーコン
ディショナーの設置比率を工
夫することで、最低発電量を底
上げできます。
一方で、過度な過積載はコスト
がかかりますので、経験豊富
な販売業者と念入りにシミュ
レーションしましょう。

（イラストイメージ）
Adobe Expressの無料素材から

太陽光発電の余剰電力、蓄電
池の導入コストで悩んでいませ
んか。
貯湯式の電気給湯器で、蓄電
池の代わりに、お湯にして、余
剰電力を活かすという工夫も
できます。

（イラストイメージ）
いらすとやの無料素材から

建屋の新築、改修の際には、断
熱も検討してみませんか。
断熱化を進めることで、空調台
数を減らし、エネルギー使用量
の削減が図れます。

（イラストイメージ）
Adobe Expressの無料素材から

空調設備、ボイラ・給湯設備、冷凍冷蔵設備などの更新にあたって、個々の販売業者から
様々な提案があると思います。これらを組み合わせたらトータルどうなるのか、脱炭素・
省エネの観点から、専門家のアドバイスも聞いてみませんか。
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Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出(燃料の燃焼、工業プロセス)
Scope2 : 他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3 : Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)
[出所]グリーン・バリューチェーンプラットフォーム

サプライチェーン排出量概要資料（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate.html）

■サプライチェーン排出量とは？
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最近の脱炭素・省エネのトピックス

１ 工場等での屋根置き太陽光発電設備の導入促進

２ GX推進法による排出量取引制度開始

３ サスティナビリティ開示におけるSSBJ基準の適用義務化

○ 2026年度以降提出の省エネ法の中長期計画書において、特定事業者等に、工場等での
屋根置き太陽光発電設備の導入目標の策定義務化
○ 2027年度提出の省エネ法の定期報告から、特定事業者等に、屋根面積、太陽光発電設
備の設置面積等の報告を義務化

○ 2026年度から、10万トン以上のCO2排出事業者に、排出枠取引市場への参加義務化
（対象： 電力、鉄鋼、化学、運輸業など300～400社）

○ 2027年3月期から、プライム市場上場企業を対象に、時価総額の大きな企業から順次、
SSBJ基準に準拠して有価証券報告書を作成することを義務化

※20223年１月に、「企業内容等の開示に関する内閣府令」の改正により、有価証券報告書に「サステナビリ
ティに関する考え方及び取組」（気候変動関連（GHG排出量の削減目標と実績値等）、人的資本、コーポレー
トガバナンス等の情報記載）の項目が新設されたもの。
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２ 経済産業省補助事業「地域エネルギー利用最適
化・省エネルギー診断拡充事業（省エネお助け隊）」
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■ 省エネ法の規制対象外である中小企業等の省エネを促進することが目的。

地域エネルギー利用最適化・省エネルギー診断拡充事業
（省エネお助け隊）とは

（出所）経済産業省「令和6年度補正予算のPR資料」
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令和６年度補正 中小企業等エネルギー利用最適化推進事業費
（地域エネルギー利用最適化・省エネルギー診断拡充事業）

設 備 を 診 断 し て 光 熱 費 削 減

❶ウォークスルー診断
設備の管理状況を診断し、エネ
ルギーの無駄遣いや省エネにつ
ながるヒントを見つけ、コスト
削減の提案をします。

5,720円～48,840円
※診断を希望する設備の規模や設備種別数、

年間のエネルギー使用量等に応じて変動

❷ IT診断
計測機器で取得したデー
タを活用し、設備やプロ
セスごとのエネルギー使
用状況の見える化、分析
等を行い、省エネ対策を提
案します。

22,000円～55,000円程度
※ 支援内容に応じて設定、最大220,000円

11,000円～22,000円程度
※ 支援内容に応じて設定、最大48,840円

❸伴走支援
更新設備の最適仕様の調査、補助
金等の申請サポート、省エネ・再
エネ取組の 定着支援等、幅広いサ
ポートをします。

お問い合わせ先 公益財団法人香川県環境保全公社
℡087-831-7773受付時間 9：00～12:00、13：00～16：00（土日祝日を除く）

省エネ診断・伴走支援の詳しい情報・お申込みはこちらから！

香川県高松市亀井町９番地10 県信ビル５階

詳細ＵＲＬ

診断を受けられる事業者
以下のいずれかに該当する事業者は、省エネ診断を受診することができます。

中小企業基本法に定める中小企業者

会社法上の会社に該当せず、前年度もしくは直近１年間のエネルギー使用量（原油換算値）が1,500kl未満の事業所(※)

※  会社法上の会社以外とは、「社会福祉法人」「医療法人」「学校法人」「特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）」「協同組合」等をいう。

国庫補助事業で、
専門家による設備
診断が可能です。
※下記記載の料金（税込み）は国庫補助適用後のご負担額です。

https://shoeneshindan.jp/ （全国特設WEBサイト（一般社団法人環境共創イニシアチブ））
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設備単位プラン
※最大２設備まで組合せ可能です

①設備単位プラン

冷凍冷蔵 コンプレッサ生産設備
設備

給排水
・排水処理

デマンド

ボイラ
・給湯器

工業炉 受変電設備空調設備 照明設備

ご負担額

5,720円/設備

②工場・事業所全体プラン

年間エネルギー使用量/延床面積/事業所の規模は、いずれか1つを満たしていれば当該プランをご利用いただけます。
詳細は診断機関にお問い合わせください。

別途お見積り

22,000円
～55,000円程度
（最大220,000円）

ご負担額

IT診断

■ 料金（税込）プラン

ウォークスルー診断

別途お見積り

ご負担額

伴走支援

11,000円
～22,000円程度
（最大48,840円）

計画的に設備更新や
運用改善を進めたい！

診断プラン ご負担額 延床面積 事業所の規模

300kl
診断プラン 15,290円

300kl以下 1,000㎡以下
―

1,500kl
診断プラン 21,010円 300kl超

～1,500kｌ以下

1,000㎡超
～2,000㎡以下

3,000kl
診断プラン 26,840円 1,500kl超

～3,000kl以下

2,000㎡超
～5,000㎡以下

カスタム
診断プラン

26,840円超

～48,840円 3,000kl超 5,000㎡超

or

2棟以上又は
4階建て以上

or

3棟以上又は
7階建て以上

or

4棟以上又は
10階建て以上

年間エネルギー使用量

※伴走支援は、ウォークスルー診
断又はIT診断を受診された事業
所に、診断後の取組みを専門家
がフォローするメニューです。

※所要半日～１日程度の診断。約２か月で診断報告書に取りまと
め。

☚おすすめ
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省エネ診断報告書から何を読み解けばよいのか

診断報告書の例

省エネ診断のメリット

①国の省エネ補助金で加点評価対象
②省エネ専門家による省エネ改善提案（設備投資・運用改善）
③診断報告書では、エネルギーの“ムダ”や、設備投資の投資回収年数
等を見える化
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（出所）資源エネルギー庁「省エネポータルサイト」
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/support/
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３ 省エネ対策に無料で使えるお役立ツール、
脱炭素・省エネ補助金のご紹介

省エネ対策
ツール

省エネセルフ診断ツール（一般財団法人省エネルギーセンター）

省エネ計算プログラム（一般社団法人環境共創イニシアチブ）

脱炭素・省エネ
補助金

経済産業省 省エネ・非化石転換補助金（一般社団法人環境共創イニシアチブ）

環境省・経済産業省 ZEB補助金
（一般社団法人静岡県資源協会・一般社団法人環境共創イニシアチブ）

環境省 ビルリノベ補助金（一般社団法人環境共創イニシアチブ）

環境省 ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減
促進事業補助金（一般社団法人環境共創イニシアチブ）

省エネ・燃料転換・脱炭素

ZEB・高断熱化

自家消費型太陽光発電

環境省 SHIFT事業（一般社団法人温室効果ガス審査協会）
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省エネセルフ診断ツール（省エネルギセンター）

このツールは、事業所の業種、所在地（都道府県）、エネルギー使用量を入力し、更
に、エネルギー管理状況などの質問項目にお答えいただくと、過去の診断実績データ
とAI解析で自社の省エネ対策項目とCO2排出量を可視化できます。

（出所）（一財）省エネルギーセンター
「省エネ・節電ポータルサイト」

https://www.shindan-net.jp/selfcheck/
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【 入力項目① 】
（名称、業種、所在地、エネルギー使用量等）

【 入力項目② 】
（エネルギー管理状況の質問
「はい」、「いいえ」、「どちらともいえない」で回答））

（出所）（一財）省エネルギーセンター
「省エネ・節電ポータルサイト」

https://www.shindan-net.jp/selfcheck/
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（出所）（一財）省エネルギーセンター
「省エネ・節電ポータルサイト」

https://www.shindan-net.jp/selfcheck/

【 診断結果の表示例 】
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このツールは、製品型番や使用環境を入力すると、省エネ設備の導入に係る削減
効果を算出できるツールです。省エネルギー化の取り組みにご活用ください。
補助金申請時のみに提供していたシステムが、2023年4月からオープン化されたも
のです。
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（出所）（一社）環境共創イニシアチブ
https://syouenekeisan.sii.or.jp/

約104,000型番

省エネ計算プログラム（一般社団法人環境共創イニシアチブ）

■電気式パッケージエアコン
■ガスヒートポンプエアコン
■チリングユニット
■照明器具
■蒸気ボイラ
■温水ボイラ
■冷蔵庫／冷凍冷蔵庫／冷凍庫
■冷凍機内蔵形ショーケース
■コンデンシングユニット
■冷凍冷蔵ユニット
■変圧器
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【 入力項目① 】
（サイトの利用同意、アンケート（利用目的等））

入力項目②
（既存設備の使用環境、型式等の登録）

【 入力項目③ 】
（登録されている導入予定設備を選択）

（出所）（一社）環境共創イニシアチブ
https://syouenekeisan.sii.or.jp/



公益財団法人香川県環境保全公社 23

【 比較結果の表示例 】

（出所）（一社）環境共創イニシアチブ
https://syouenekeisan.sii.or.jp/
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令和６年度補正予算における省エネ支援パッケージ

事
業
者
向
け

設備投資と省エネ診断に対する支援で、ＧＸへの第一歩として省エネを強力に促進

１．省エネ・非化石転換設備への更新支援

• 昨年度、省エネ設備への更新に対して、３年間で7,000億円規模の予算により、複数年の投資計画に切れ目なく支援することと
した。今年度は、本取り組みを継続しつつ、以下により更に取り組みを強化【600億円】（国庫債務負担行為含め総額2,375億
円）

− ニーズの高かった設備単位の更新を支援するⅢ型について、予算規模を拡充

− 工場全体で高い省エネ効果を求めるⅠ型や電化・脱炭素化を求めるⅡ型について、工事費用の追加など補助対象等の見直し
を行いつつ、特に中小企業の積極的な活用（大規模投資）を促す

• 高効率機器（空調、照明、給湯）と外皮の高断熱化（断熱窓・断熱材）の導入を一体で進めることで、既存の建築物（事務所、
学校、商業施設、病院等）を効率的に省エネ改修する支援策（環境省事業）を実施。【112億円】（国庫債務負担行為含め総額
344億円）

２．省エネ診断

• 工場・事業所のエネルギー消費量等の見える化を行い、改善提案を行う省エネ診断により、省エネの取り組みを行う中小企業の
裾野を広げる。今年度からは、デジタル技術を活用した見える化を促進する診断メニューを加えて、より効果的な省エネ対策を
後押しする。加えて、省エネ・地域パートナーシップにより地域の金融機関・省エネ支援機関と連携し、中小企業の省エネ診断
の活用を促進することを目指す【40億円※R7当初予算6.1億円を含む】

家
庭
向
け

経産省・国交省・環境省の３省連携による住宅の省エネ化支援

３．省エネ住宅支援

• 住宅のヒートポンプ給湯機や家庭用燃料電池等の高効率給湯器の導入において、高性能な給湯器（高効率な機種や、昼間の余剰
再エネ電気を活用できる機種等）に対して集中的に支援【580億円】。また、設置スペース等の都合からヒートポンプ給湯機等
の導入が難しい既存賃貸集合住宅向けに、小型の省エネ型給湯器（エコジョーズ等）導入の支援を実施【50億円】

• これらの措置を、環境省による住宅の省エネ効果の高い断熱窓への改修支援【1,350億円】、国交省によるZEH水準の住宅支援
【1,750億円】、環境省によるZEH水準を大きく上回る省エネ性能を有する住宅支援【500億円】と合わせて、３省連携でワン
ストップ対応で実施。

※「重点支援地方交付金」により、全国各地の自治体によるエアコン・冷蔵庫等の省エネ家電買い換え支援や賃貸集合住宅向けの断熱窓への改修支援を促進。

24
（出所）資源エネルギー庁「令和６年度補正予算における省エネ支援パッケージ」
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/package.html
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【キュポラ式】※コークスを使用 【誘導加熱式】※電気を使用

• 従来、平釜を個別に熱して塩を製造していたところ、連結型の立釜に更新。
• 釜の排熱を、他の釜の熱源に再利用できるよう、事業所全体の設備・設計を見直

し。３年で37.1％の省エネを実現予定。

【平釜】 【立釜】 ※複数の釜を連結して排熱再利用

【高効率空調】【業務用給湯器】 【産業用モータ】

（Ⅱ）
電化・
脱炭素
燃転型

• 電化や、より低炭素な燃料への転換を伴う機器への
更新を補助

• 補助率：1/2
• 補助上限額：３億円 等
※中小企業のみ工事費を補助対象に追加

（Ⅰ）
工場・

事業場型

※旧ＡＢ類型

• 工場・事業所全体で大幅な省エネを図る取り組みに
対して補助

• 補助率：1/2（中小）1/3（大） 等
• 補助上限額：15億円 等
※中小企業投資枠等を追加

（Ⅲ）
設備

単位型
※旧Ｃ類型

• リストから選択する機器への更新を補助
• 補助率：1/3
• 補助上限額：１億円
※省エネ要件を追加

（Ⅳ）
EMS型

• EMSの導入を補助
• 補助率：1/2（中小）1/3（大）
• 補助上限額：１億円
※省エネ要件を見直し

省エネ・非化石転換補助金

エネルギーコスト高対応と、カーボンニュートラルに向けた対応を同時に進めていくため、工場全体の省エネ
（Ⅰ）、製造プロセスの電化・燃料転換（Ⅱ）、リストから選択する機器への更新（Ⅲ）、エネルギーマネジメ
ントシステムの導入（Ⅳ）の４つの類型で、企業の投資を後押し。
Ⅰ型に中小企業投資促進枠を創設するなど、ＧＸへの取組の第一歩として省エネを強力に促進する。

【国庫債務負担行為含め総額 2,375億円】
※令和６年度補正予算額：600億円

25

【見える化システムによるロス検出】 【AIによる省エネ最適運転】

（出所）資源エネルギー庁「令和６年度補正予算における省エネ支援パッケージ」
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/government/package.html
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（出所）（一社）環境共創イニシアチブ 特設サイト https://syouenehojyokin.sii.or.jp/124business/
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（出所）（一社）環境共創イニシアチブ 特設サイト https://syouenehojyokin.sii.or.jp/124business/
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（出所）（一社）環境共創イニシアチブ 特設サイト https://syouenehojyokin.sii.or.jp/34business/
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（出所）（一社）環境共創イニシアチブ 特設サイト https://syouenehojyokin.sii.or.jp/34business/
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2. 事業内容

① 省CO2型システムへの改修支援事業（補助率：1/3、補助上限：1億円または5億円）中
小企業等におけるCO2排出量を大幅に削減する電化・燃料転換・熱回収等の取組※1により、CO2排出
量を工場・事業場単位で15%以上又は主要なシステム系統で30%以上削減する設備導入等※2を行う
民間事業者等を補助金で支援する（３カ年以内）。
※ 1 蒸気システム,空調システム,給湯システム,工業炉,CGSに関する単純な高効率化改修は補助対象外
※ 2 複数事業者が共同で省CO2型設備を導入する取組や既存システムへの設備追加により省CO2化を図る取組を含む

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■事業形態

■委託先・補助対象

4. 事業イメージ

①②③間接補助事業（補助率:1/3、3/4）、④委託事業

民間事業者・団体

② DX型CO2削減対策実行支援事業（補助率：3/4、補助上限：200万円）
DXシステムを用いた中小企業等の設備運用改善による即効性のある省CO2化や運転管理データに基づく
効果的な改修設計などのモデル的な取組を行う民間事業者等を補助金で支援する（２カ年以内）。

③ 工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業（※継続案件のみ）
④ 工場・事業場の脱炭素化に向けた課題分析・解決手法に係る調査検討等（委託）

効果的なCO2削減手法について、過年度事業の整理・分析・課題解決の検討等を行い、工場・事業場の
脱炭素化普及促進に向けた取組を行う。

2050年カーボンニュートラルの実現や2030年度削減目標を達成するため、エネルギー起源CO2排出量のより少ない設備・システ

ムへの改修を行う事業者を支援し、積極的な省CO2化投資を後押しすることでバリューチェーン全体のCO2排出削減を図るととも

に、支援した知見を普及展開し、省CO2化の浸透を図ります。

工場・事業場への脱炭素技術等の導入促進により、バリューチェーン全体でのCO2排出削減を図ります。

【令和７年度予算額
【令和６年度補正予算額

2,786百万円（新規）】
3,000百万円】

① 省CO2型システムへの改修支援事業

• 脱炭素性能の高い機器の導入促
進、長期間にわたる省CO2効果を
発現

• CO2排出量を毎年度モニタリング
することで省CO2効果を見える化

• CO2排出削減の効果が高い
優良事例を広く発信

工場・事業場の運用改善をタイムリーに実施し、
CO2削減

データ等を用いて、適正な設備容量への改修計
画を策定し、CO2削減データにより設備稼働の

現状・課題を見える化

② DX型CO2削減対策実行支援事業

補助事業の実施 補助事業の効果

設備導入により
省CO2型システム
へ改修

■実施期間 令和６年度～令和11年度

環境省 地球環境局 地球温暖化対策課 地球温暖化対策事業室

脱炭素技術等による工場・事業場の省CO２化加速事業（SHIFT事業）

（執行団体）一般社団法人 温室効果ガス審査協会 （出所）環境省「令和7年度（2025年度）当初予算」
https://www.env.go.jp/earth/42024_00004.html
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ZEBの普及拡大

高効率空調

地中熱利用

下水熱利用 河川水利用

高効率照明

高効率給湯

高効率換気

高効率昇降機

昼光利用

外皮性能の向上

高断熱化

日射遮蔽

自然換気

外気負荷削減

太陽光利用

建築物のZEB化推進に向けた取組

延べ面積
補助率等

新築建築物 既存建築物

2,000㎡
未満

『ZEB』 １/２
Nearly ZEB １/３
ZEB Ready 対象外

『ZEB』 ２/３
Nearly ZEB １/２
ZEB Ready 対象外

2,000㎡～
10,000㎡

『ZEB』 １/２
Nearly ZEB １/３
ZEB Ready １/４

『ZEB』 ２/３以内
Nearly ZEB ２/３以内
ZEB Ready ２/３以内

10,000㎡
以上

『ZEB』 ２/３以内
Nearly ZEB ２/３以内
ZEB Ready ２/３以内
ZEB Oriented ２/３以内

※赤実線枠は環境省の事業、青点線枠は経済産業省の事業
※補助金額の上限は、環境省の事業は「３億円/年」、経済産業省の事業
は「５億円/年（複数年度事業についは事業全体10億円）

【ZEB補助金の執行団体】
○環境省
「建築物のZEB普及促進支援事業」
➡一般社団法人静岡県環境資源協会

https://siz-kankyou.com/

○経済産業省 「ZEB実証事業」
➡一般社団法人環境共創イニシアチブ

https://sii.or.jp/zeb07/

○ZEB補助金の申請には、ZEBプランナーの
関与が必須。

【ZEBに関する情報サイト】
○環境省「ZEB PORTAL（ゼブ・ポータル）」

https://www.env.go.jp/earth/zeb/index.html

（環境省・経済産業省連携事業）
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オフィスビルや商業ビル等の
既存の建築物において

断熱改修や
高効率設備への更新を行うことで
光熱費削減、資産価値や

作業環境の向上が期待されます！

※BEMS計測データの提出が要件に含まれるため、改修前に基準を満たし
ているBEMSが導入されていない場合、BEMSの導入は必須となります。 https://bl-renos.jp/ （（一社）環境共創イニシアチブ特設ｻｲﾄ）

（出所）脱炭素ビルリノベ2025事業リーフレット
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2. 事業内容

1. 事業目的

■委託先及び補助対象 民間事業者・団体等

■実施期間 令和６年度～令和11年度

■事業形態

① ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業【補助】
業務用施設・産業用施設・集合住宅・戸建住宅への自家消費型の太陽光発電設備及び蓄電池
（車載型蓄電池を含む）の導入支援を行う。
※蓄電池もしくは、車載型蓄電池の導入は必須。
※太陽光発電の発電電力を系統に逆潮流しないものに限る（ただし、戸建住宅は逆潮流可）

② ストレージパリティ達成に向けた課題分析・解決手法調査検討事業【委託】
太陽光発電設備・蓄電池の導入加速化や、ストレージパリティ達成に向けた課題分析・解決手
法に係る調査検討を行う。

3. 事業スキーム
①間接補助事業（太陽光発電設備：定額、蓄電池：定額（上限：補助対象経費の1/3））

4. 事業イメージ

自家消費型の太陽光発電は、建物でのCO2削減に加え、停電時の電力使用を可能として防災性向
上にもつながり、電力系統への負荷も低減できる。また、蓄電池も活用することで、それらの効果を
高めることができる。さらに、需要家が初期費用ゼロで太陽光発電設備や蓄電池を導入可能なオンサ
イトPPAという新たなサービスも出てきている。
本事業では、初期費用ゼロでの自家消費型の太陽光発電設備・蓄電池の導入支援、集合住宅・戸

建住宅等への自家消費型太陽光発電設備の導入支援、蓄電池の収益性を高める取組への支援等を通
じ、太陽光発電設備・蓄電池の価格低減を促進しながら、ストレージパリティ（太陽光発電設備の
導入に際して、蓄電池を導入しないよりも蓄電池を導入した方が経済的メリットがある状態）の達
成を目指す。

• 初期費用ゼロでの自家消費型の太陽光発電設備・蓄電池の導入支援等を通じて、主に蓄電池の価格低減を促進しながらスト

レージパリティ（太陽光発電設備の導入に際して、蓄電池を導入しないよりも蓄電池を導入した方が経済的メリットがある

状態）を達成し、我が国の再エネの最大限の活用と防災性強化を図る。

初期費用ゼロでの自家消費型太陽光発電・蓄電池の導入支援等により、ストレージパリティの達成を目指します。

民間事業者・団体等

②委託事業

オンサイトPPAによる自家消費型太陽光・蓄電池導入

需要家（企業等） 発電事業者

PV・蓄電池等設
置・運用・保守

電気利用料

＊蓄電池併設型で自家消費型の太陽光発電設備であること
＊EV・PHV（外部給電可能なものに限る）をV2H充放電設備とセットで
購入する場合に限り、蓄電容量の1/2×4万円/kWh補助（上限あり）

太陽光発電設備の補助額

業務用施設 産業用施設 集合住宅 戸建住宅

PPA
リース

５万円/kW ７万円/kW

購入 ４万円/kW －

民間企業等による再エネの導入及び地域共生加速化事業のうち、
(１) ストレージパリティの達成に向けた太陽光発電設備等の価格低減促進事業（経済産業省連携事業）
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（執行団体）一般財団法人 環境イノベーション情報機構
（出所）環境省「令和7年度（2025年度）当初予算」
https://www.env.go.jp/earth/42024_00004.html
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お問い合わせは、公益財団法人香川県環境保全公社
ゼロカーボン企業相談窓口担当
省エネお助け隊担当 まで

TEL ０８７－８３１－７７７３（代表）

ご清聴ありがとうございました。


